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行政院が「中小零細企業転換高度化発展条例」
草案を可決

「中小企業発展条例」は、1991年の制定・公布以

来、複数回にわたり改正が行われてきました。今回

の改正案では、制度を全面的に強化し、零細企業

への支援を盛り込むとともに、研究開発・革新、事

業転換・発展及びその支援、人材の確保、育成及

び定着等に関する各種租税優遇措置を導入しま

す。今後、立法院において審議される予定です。ま

た、名称が「中小零細企業転換高度化発展条例」

に変更されました。

今回の法改正のポイントは、以下の5項目です。

1.支援及び適用対象の拡大

商業エリア、市場、夜市、農業関連企業及び観光・

宿泊業等を幅広く対象に加え、広く利用可能な融資

制度を提供するとともに、「農業信用保証基金」を

新設する。また、デジタルトランスフォーメーションを

支援することで販売力を強化し、地域の特色を活か

した産業の発展を促進する。

2.産業クラスターの転換の推進

「大企業が中小零細企業を牽引する」方式を通じ

て、競争力の高いサプライチェーン、大手流通チャ

ネル、ECプラットフォーム等との連携を支援する。

ベンチマーク企業が牽引役となることにより、中小

零細企業の共同発展を促進する。

3.包摂的成長の実現を推進

新規雇用及び給与引上に係る租税優遇措置を改

善し、企業による従業員への支援、賃金の引上げ

及び仕事と家庭の両立を支援する職場環境の整備

を奨励する。

4.優遇政策の拡充

「研究開発投資税額控除率」を全面的に引上げると

ともに、事業転換・高度化に係るソフトウェア、ハー

ドウェア、技術又はサービスへの投資に対する税額

控除を新設する。また、「産業革新条例」よりも低い

適用基準を設定することで、従来型産業の高付加

価値化を加速させる。

5.スタートアップ企業の育成に関する章の追加

イノベーションの実証に取組みやすい環境を整備

し、革新的な技術及びビジネスモデルの実用化と

市場化を加速させることで、スタートアップ・エコシス

テムの構築を推進する。
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定義

改正草案の内容

項目 改正草案の内容

適用対象

企業に対する租税優遇措置は、法令に基づき会社又は有限責任組合の登記を行っ

た中小零細企業に限り適用される。個人の知的財産権に係る課税繰延べについては、

別途関連規定に基づく。

中小零細企業の研

究開発投資税額控

除

（草案第11条）

研究開発費に係る投資税額控除率の引上げ：

研究開発費について、当年度の営利事業所得税額から最高20％を控除する方式、

又は当年度から3年間にわたり最高15％を控除する方式のいずれかを選択でき、控

除率はいずれも現行の15％及び10％からそれぞれ引上げられる。各年度の控除額

は、当年度の納付すべき営利事業所得税額の30％を上限とする。

知的財産権の現物

出資による株式取

得に対する課税猶

予

（草案第12条）

知的財産権の現物出資に係る課税猶予優遇措置の継続：

所定の要件を満たす中小零細企業又は個人が、自己の知的財産権をTWSE・TPEx

上場会社又はエマージングマーケット登録会社以外の会社に譲渡し、新規発行株式

を取得した場合、当該株式を実際に譲渡、贈与する時、又は遺産として分配する時ま

で所得税の申告・課税の猶予を選択することができる。

事業転換・高度化

投資税額控除

（草案第18条）

本項を新設：

スマート機械及びデジタル管理、AI、情報セキュリティ、省エネ・炭素排出削減等に関

する規定を満たすソフトウェア・ハードウェア、技術又はサービスへの投資について、

同一課税年度の支出額が合計NT$25万以上NT$5億以下の場合、当年度の営利事

業所得税額から5％を控除する方式、又は当年度から3年間にわたり3％を控除する

方式のいずれかを選択できる。（各年度の控除額は、当年度の納付すべき営利事業

所得税額の30％を上限とする。）

項目 定義

中小零細企業 法令に基づき会社、有限責任組合又は商業の登記を行い、払込資本額又は出資額

がNT$1億以下、又は経常的に雇用する従業員数が200人未満の事業

零細企業 中小零細企業のうち、経常的に雇用する従業員数が一定人数（5人）未満の事業

スタートアップ企業
設立後一定期間（8年）未満で、かつ、所定のイノベーション要件を満たす中小零細企

業
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項目 改正草案の内容

従業員の新規雇

用・給与引上げに

係る租税優遇措置

（草案第31条）

 新規雇用に係る優遇措置の対象年齢を拡大： 台湾籍の非管理職従業員の年齢

範囲を、24歳以下又は65歳以上から、29歳以下又は55歳以上に拡大する。新規

雇用者数及び企業全体の給与総額の増加等の要件を満たす場合、新規雇用した

従業員の給与費用の最高200％を、新規雇用を行った年度の営利事業所得額か

ら控除可能。

 給与引上げに係る優遇措置を175％から200％に引上げ： 台湾籍の非管理職従

業員の平均給与を引上げた場合、法定最低賃金の調整に伴う増額分を除き、台

湾籍の在職非管理職従業員について増額した給与費用の最高200％を、当年度

の営利事業所得額から控除可能。

租税優遇措置の施

行期間

（草案第38条）

2027年1月1日～2033年12月31日
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